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平成17 年 4 月1日  

都道府県労働局労働基準部  
労 災 補 償 課 長 殿  

厚生労働省労働基準局労災補償部   

労 災 保 険 業 務 室 長  

（公 印 省 略）  

労災年金の適正給付について   

労災年金の適正給付については、毎年、「労災補償業務の運営に当たって留意すべき  

事項について」（いわゆる留意通達）及び「全国労災補償課長会議」等の機会を捉えて、  

過誤払いの防止等、的確な事務処理を行うよう指示してきているところであるが、請求  

書受付時に被災者生年月日等の項目をOCR登録帳票へ転記誤りした事案、厚生年金保  

険等（以下、「厚年等」という。）の調整誤りにより、数年前まで遡って情報訂正をする  

事案が依然として多く見受けられるところである。   

これらの事案が長期間見過ごされたまま年金が支給されると、多額の回収額や追給額  

が発生する場合があり、これら行政の噸庇を原因とする過誤払いは、年金受給者に不安  

を与え、ひいては行政不信を招くことにもなりかねない。特に回収事案は年金受給者の  

生活に大きな負担を強いるものであり、本来あってはならないことである。   

っいては、今後の労災年金給付に当たっては、下記事項を十分留意のうえ、事務処理  

されるようお願いする。  

記  

1．被災労働者・遺族年金受給権者の生年月日誤りに係る対応   

生年月日誤りによる過誤払いの多くは、支給決定時の決裁において、請求書の内容   

が正しくOCR登録帳票に転記されているか、OCR登録帳票に記入された内容が、  

機械入力後、正しく決議書に印書されているか、を確認すれば未然に防げるものであ   

るため、OC良登録帳票や決議書の内容を担当職員が一人で確認するのではなく、必   

ず複数の者により読上げ照合を徹底すること。   

なお、決裁時における確認個所（チェックシート；別添1参照）を添付したので参   

考とすること。   

特に、署長、課長等の管理職においては、決裁時において、請求書等のデータが正   

しくOCR登録帳票に転記され、その内容が決議書に出力されているかを十分に確認   

すること。   



2．厚年等調整誤りに係る対応   

厚年等調整誤りの原因としては、一つは、支給決定時に厚年等種別を誤ってデータ   

登記したことによるもの、もう一つは、途中で厚年等種別が変更されている定期報告   

が提出されているにもかかわらず、これの確認が行われていないことにより生じてい   

るので、支給（変更）決定時の決裁においては、「労災保険業務機械処理事務手引（年   

金・一時金システム）」の741貢～745頁に「厚年等種別に対応する厚年等基礎   

年金番号及び年金コードー覧」（別添2参照）が示されているので、ここでの厚年等   

種別と併給調整の必要の有無を必ず確認すること。   

また、定期報告時に生じた過誤払いについては、給付内容の変更・不変更の決裁を   

行う際に、添付の「厚年等裁定通知書」（別添3参照）等の厚年等基礎年金番号及び   

年金コードを必ず確認すること。   

なお、署長等の管理職においても、労災年金と併給調整が行われる厚年等年金の種   

類を正しく理解し、過誤払いの未然防止に努めること。   
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別添2  

厚年等種別に対応する厚年等基礎年金番号及び年金コード一覧  

1．障害年金関係  

基囁年金番号   年金コード  

区 分   種 類   種 別  備 考  
諸所符号  ・一連番号  種別  区分   

新厚生年金保険  
新原国  

新国民年金   
j 13 

00（）○  000000  5（⊃   4  

新国年  新国民年金  障害基礎年金  
53  

旧厚年  旧厚生年金保険  障宥年金  0000  000000  03  30   

旧船員  18船員保険  障害年金  00∞  000000  D3  40   3  

5  

旧国年  旧国民年金  （旧国年） 障昔年金  0000  ○（⊃0000  06  20  

1  



2．遺族年金関係  

2   



3．老齢年金等  

3   



4．その他の年金関係  

（注）新規支給決定あるいは最初の属磨から入力する場合において、「厚年詞竃コード」欄は「不支給・不該当」のコード「3」  

で入力すること。  

4   
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受給徒者の生年月日  ■年 月  日‘受給権を取得した年月 平成  
上記のと別、国民年金藩による和食付・辱息年釦雛法による  

皐  月  

に決定したニビを証しiす．  

乎或  年 月  日   一 社甜鷹庁長官 00 00   

厚 生 年 金 保 険 裁 定 通 知 書  
運族  厚生年金  該当条文 卑生卑㈱去 01第58 条の  

鍍偉琶謂同君（卑票諾）（鉛㌍雷雲纂）旧習冨梱先賢   

支給岡地 皐 月  年 金 鋲冊  簸下げに上る 加井領（円）  支給眉止額㈹  支払年金額（円）   

皐 月  
5．1  1′07Z′るOD  544′8日0  。与之8′688  

β   

、 停止軸   停止期間  年  月から  年  月まで  

薇條険寺の程別 宅細別月）平均標準漁酬月軌円）  

」・2・3・4珪 ち15  Z75′718  
基金l・2・3饉  
喝垂も峰3月iでのユ種■  

平射キ3月までのほ  

曙紺和月王での森組珪  
平射和貝まての姐隠  

加給年金額対象者  

配偶者 一  旺倉  l  

千  人  
遺猿加算区分 Z  

●国 民 年 金 裁 定 通 知 書  
遭族  基晩冬金  談当条文 国民車釦墓  口1■第57 泉の  国民年金の床険科納付満期周等封  

納付  白月  え徐   0月  

支給問j忠 年 月  阜 全 額㈹  繰下げに上ろ 加l芥j臍（円）  繰上げに上る’ 残音調（印  支給停止褒隅）  支私年金額（円）   

卑 見  
5。1   954′48ロ  8   934′4〔】q  

・∂   

茅l号・第3号の俸険科納付満期間者  

ロ月  
0月  

口汚   

8貝  

口月  

納 付  
免 除  
付 加  

第2号の保険料納付済期間  

卑生年女保険  
共演吐合  

加算額鱒着手 1人  停止事由   停止期間  年  月から  キ  貝まで  

陣容の等級 級  号 磯瞳甲種簸 二  年  月  次回診断書濃出年月  

毎蔽軸争雷管讐『二二⊥馳廟晒  

（荘意）  

厚年等の「年金の種類」が「遺族年金」であり、年金証書番号の「年金コード」   

が「145△（△は枝番号）」の年金については、   

O A及びBの欄に「支払年金額」が記入されている場合は、受給者に18歳   

未満の子供がいると考えられるため、「厚年等種別」は「新厚国」と入力する  

こと。   

○ また、Aの欄のみに「支払年金額」が記入されている場合は、り事年等種剋   

は「新厚年lで入力すること。   


